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要　旨
　日本農業とくに水田農業は、高度経済成長以降、続いてきた兼業農家を中心とした水田社会、
稲作生産システムの再編が進展している。まず、農業労働力の高齢化と担い手不足により水田農
業を支えていた兼業農家や高齢農家の離農が進展している。その一方で、法人、集落営農を含む
大規模水田経営が着実に増加している。しかし、大規模水田経営は、後継者問題等の継続性が課
題である。さらに、戸別所得補償制度の導入の背景である米価の下落等により水田経営収支が悪
化している。以上の事態に直面して、大規模水田経営は、従来までの米麦中心とした経営からの
多様な経営展開を模索している。本論文では水田農業の再編の動きを統計及び実態分析から明ら
かにし、同時に新たな水田農業の動きを検討し、水田農業再編の動きとその可能性を明らかにす
る。
　キーワード：水田経営、農地流動化、離農、高齢化、担い手不足
Summary
　　Restructuring of Japan’s agriculture, especially in the paddy field farming society, mainly 
consisting of continuing part-time farmers, and of the rice cultivation system have been advanced 
since the high economic growth period.  At first, the part-time farmers and the aged farmers 
supporting the paddy field farming have increasingly begun to retire from farming due to aging 
agricultural labor force and lack of successors.  On the other hand, the large scale paddy field 
managements including agricultural companies and community farming are steadily increasing. 
However, the large scale rice cultivation has the continuity problems including asuccessor issue. 
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In addition, the paddy field management becomes unbalanced and got worse due to falling in rice 
price which was behind introduction of the individual income support allowance for farmers. 
Confronting those situations, the large-scale managements are seeking to make ashift from rice/
wheat-centered farm management to diversified farm management.  This paper shows how the 
restructuring of paddy field farming progresses through the analysis of the actual situations or 
statistically, and examine the new movement of paddy field farming to show possible 
restructuring of paddy field farming.
　Keywords： paddy field management, liquidation of farmland, farm retirement, 
　　　　　　 aging population, short of labor force
はじめに
　日本農業とくに水田農業は、大きな転換期を迎えている。その一つは、農業労働力の高齢化と
担い手不足により水田農業を支えていた兼業農家や高齢農家の離農が進展していることである。
その一方で、法人、集落営農を含む大規模水田経営が着実に増加している。高度経済成長以降、
続いてきた兼業農家を中心とした水田社会、稲作生産システムが再編の動きとなっている。
　この点について、2010年農業センサスの分析によって、橋詰は「①販売農家の減少と組織経
営体と土地持非農家の増加、②借地耕地面積の急増による農地流動化の加速、③大規模経営体の
農地集積の進展など予想を超える遥かにこえる変化がおこっている」と指摘した。また、安藤は、
「農業解体的な動きと農業構造の再編が進んでいる」と述べている。両者の見解を整理すると、
安藤の「農業解体的な動き」と「再編」とは論理的に結びつかないが、「解体」とは兼業農家を
主体とする従来の水田農業構造の崩れ、新たな水田農業構造への再編が進展しているといえよう。
　再編を評価する上での課題は、大規模稲作経営の安定と発展性が問われている。しかし、大規
模稲作経営、法人経営ともいえども、経営の継続性や経営収支の面で大きな課題を抱えている。
この点について、橋詰は「５ha以上の増加は、高齢化しつつある農家や農業所得への依存度を
低めている農家が流動化した農地を集積し、規模拡大を実現している。５ha以上層といえども、
効率的安定的担い手として位置づけることが困難状況にある」と指摘している。さらに、今回、
経営体数も面積シェアの増加した組織経営体について、西川は、「組織経営体の動きが地域農業
の構造変動を規定する状況が出現した」と述べている。以上の両氏の論点を検証する上で、一つ
は、大規模稲作経営でも後継者問題等の経営の継続性を検討する必要がある。もう一つは、米価
の下落等により水田経営収支が悪化しており、その影響を検討する必要がある。この実態が、昨
年より導入された戸別所得補償制度の導入の背景でもある。以上の事態に直面して、大規模水田
経営は、従来までの米麦中心とした経営からの多様な経営展開を模索している。さらに、多様な
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経営展開と経営形態との関係をとらえる必要がある。
　本論文では水田農業の再編の動きと背景を統計及び実態分析から明らかにし、同時に実態調査
により新たな水田農業の動きを検討し、水田農業再編の動きとその可能性を明らかにする。
Ⅰ．水田農業の構造変動と労働力の高齢化、後継者不足
（１）兼業農家、高齢農家の離農と構造再編
　2000年以降の農業の構造変動の動きを改めて確認しよう。2010年農業センサス結果によると、
2010年の総農家数は、252.8万戸であり1990年の383.5万戸に比べて34.1％の減である。販売
農家数は163.1万戸であり、90年の297.1万戸に比べ、半分近い45.1％の減である。なお、05年
から10年までの減少率をみると、総農家数が11.2％なのに対し、販売農家は16.9％と５ポイン
トを上まわっている。５年毎の販売農家の減少率は1990 〜 95年以降、最大である。
　なお、経営耕地規模別にみると、１ha未満が19.2％減の89万７千戸、１〜２haが17.2％減の
41万３千戸と経営規模が小さい層の減少率が高くなっている。
　ところで、増加しているのは、農家以外の事業体と集落営農及び農家では５ha以上層と土地
持ち非農家、自給的農家である。まず、５ha以上層は、90年の2.6万戸から10年の5.8万戸へ2.2
倍に増加し、特に10ha以上層は3,424から14,464戸へ、4.2倍の大幅な増である。販売目的の農
家以外の農業事業体は、00年から05年までが82.2％の増、05年から10年までが45.1％の増であ
り、10年間で2.5倍の増である。また、集落営農組織については、農水省集落営農実態調査によ
ると、05年から10年の間で34.9％の増加である。農業センサスで定義した組織経営体は、都府
県では11.0％なのに対し、稲作組織経営体は174.1％の増加となっている。
　一方で、2010年の土地持非農家は、05年に比べて14.4％増の137万４千戸であり、00年に比
べて25.4％増である。2010年の自給的農家は05年に比べて1.4％増の89万７千戸であり、00年
に比べて14.4％増である。
　また、農業問題研究学会における前記平林報告では、2010年における５ha以上の水田シェア
は、５ha以上が20.8％、組織経営体が13.1％であり、両者で33.9％と１／３を超え、しかも
15.9ポイント増加していることを指摘している。ところで、両者のシェア合計が１／３を超え
ているのは、東北の41.6％で、北陸の42.0％、東海の34.0％、北九州の36.0％である。
　以上の動きを水田農業に着目して整理すると、水田農業を支えていた零細兼業農家や高齢農家
が主として離農により大幅に減少している。というのは、減少率が高い販売農家の２ha未満層
の多くは、稲作を主体とした兼業農家もしくは高齢農家だからである。その一方で、５ha以上
層とくに10ha以上層及び法人経営、集落営農数が大幅に増加するだけではなく、面積シェア拡
大している。構造変革が遅れている指摘された都府県の水田農業も、東北、北陸、東海、北九州
では、センサス結果の数字でも構造再編が進展している。
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（２）後継者不足の深刻化
　2010年農業センサス結果で示された構造再編の動きは、今後も加速化されると予測される。
販売農家の基幹的農業従事者は５年間で18万人、8.5％減少した。基幹的農業従事者の65歳以上
の割合は男子が62.9％であり、女子が62.2％であり、70歳以上が男子が48.6％、女子が46.3％
と約半数を占め、75歳以上が、約３割となっている。基幹的農業従事者の減少を最小限にとど
めたのは、75歳以上のシェア拡大であり、同時に、農業労働力でみれば、70歳以上により農業
生産が支えられている状況となったといえよう。さらに、経営主の年齢をみると、販売農家では
65歳以上が49.5％と半分であり、75歳以上が22.1％を占めている。以上のように、労働力の面
でも経営主の面でも高齢化がさらに進展したのである。
　労働力の高齢化とともに経営継承の問題は、深刻化している。販売農家のうち後継者が未定の
農家は、40％も存在している。しかも、後継者未定の農家は、65 〜 69歳では38％、70 〜 74
歳では35％、75 〜 79歳では31％、80歳では25％となっている。経営主の年齢が65歳以上が半
分を占めているので、販売農家のうち15％と程度が経営継承が困難であると推測される。
　この点は幾つかの地域での実態調査、アンケートでも明確に示されている。岩手県花巻農協の
アンケート調査（JAはなまき平成22年、管内全農家対象、回答数14,341）によると、５年後の
農業の従事状況は「法人化もしくは集落営農へ全て任せる」が11.4％であり「誰も農業に従事
していない」が20.4％である。約１／３が５年後には、家族経営では農業従事者がいない状況
になると回答している。なお、「誰も従事しない」理由は、「後継者がいない」と「農業以外の仕
事に専念」（離農）とが半々である。
　さらに、「後継者が一緒に農業をやっている」が11％なのに対し、「後継者がいない、決まっ
ていない」が29％、「自分の代で農業をやめる」が20％である。「自分の代で農業をやめる」が「後
継者が一緒に農業をやっている」を９ポイントも上回っており、「後継者がいない、決まってい
ない」と合計すると半分を占めている。
　さらに、５年後の農業経営の状況をみると、「経営の全部を委託したい」が20.1％を占め、「縮
小」が11.3％、「経営の一部委託」が6.4％であり、委託と縮小との合計が37.9％を占めている。
一方、「拡大」は3.6％にすぎない。借入農家のうち、28.5％が借入地の縮小を希望し、一方、「貸
していない農家」のうち22.3％が５年後に貸付を希望している。
　経営耕地規模別に５年後の農業の従事状況をみると、「30ａ〜１ha」では「誰もいない」が
18.4％、「法人・集落営農」が11.5％であり、「１〜２ha」では「誰もいない」が12.2％、「法人・
集落営農」が10.4％である。さらに、「２〜４ha」でも「誰もいない」が8.8％、「法人・集落営農」
が9.5％である。また、30ａ未満では半数以上が「誰もいない」か「法人・集落営農に任す」で
あり、零細農家の３割程度が離農か集落営農等への委託を考えている。
　「５年後の農業」をみると、「30ａ〜１ha」では「経営の全部委託」が21.8％「縮小」が
11.9％、「経営の一部委託」が6.8％であり、３者が39.0％を占めている。また、「１〜２ha」で
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は「経営の全部委託」が15.5％、「縮小」が12.3％、「経営の一部委託」が8.2％であり、３者の
合計で36.9％を占めている。つまり、花巻農協管内の農業とくに水田農業は５年後には、小規
模層を中心に水田と稲作等の生産からの離脱が着実に進行すると想定される。
　以上のように、水田農業を支えてきた兼業農家や高齢農家の離農もしくは自給農家化が急速に
進展し、今後もさらに、進展することが予想される。問題は、これらの農家の離農にともなう農
地の受け手である大規模経営の安定性と継続性にある。
Ⅱ．大規模水田経営の現状と課題
（１）経営主の高齢化と後継者問題
　大規模水田経営の安定と継続性を確保するには、後継者問題と稲作等の経営収支の悪化を克服
することが課題となっている。まず、大規模水田経営の後継者問題について、平林は、「経営継
承に課題を抱える大規模農家が一定程度、確認できる」こと及び「大規模農家において、経営移
譲が難しいために、リタイアできず、農地を維持している構造にあると考えられる」と指摘して
いる。ところで、５ha以上層の経営主が65歳以上の割合は、５〜 7.5haが27.5％であり、7.5ha
以上は20％台である。大規模農家でも、20 〜 30％台が後継者への経営継承が完了していない
か後継者が不在である。さらに、後継者のいない農家率は、５〜 10haでは、経営主の年齢65 〜
75歳が20％台、75歳以上が15％前後である。10 〜 15haでは65 〜 75歳が20％前後、75歳以
上が11 〜 12％であり、15ha以上では65 〜 76歳が15％前後、75歳以上が10％である１）。なお、
単位：上段：戸数　下段：％
合計 自分自身 配偶者
後継者・
その配偶者 両親 兄弟
その他
家族
法人・
集落営農
だれも
いない
経営面積
合　　計 13755100.0
7967
57.9
3262
23.7
2517
18.3
425
3.1
150
1.1
283
2.1
1562
11.4
2805
20.4
30ａ未満 3268100.0
1294
39.6
424
13.0
321
9.8
55
1.7
30
0.9
96
2.9
476
14.6
1302
39.8
30ａ〜１ha 4357100.0
2581
59.2
1041
23.9
810
18.6
129
3.0
51
1.2
74
1.7
501
11.5
802
18.4
１〜２ha 3160100.0
2078
65.8
844
26.7
651
20.6
116
3.7
34
1.1
61
1.9
329
10.4
387
12.2
２〜４ha 1573100.0
1126
71.6
520
33.1
372
23.6
64
4.1
14
0.9
22
1.4
149
9.5
139
8.8
４〜 10ha 1028100.0
684
66.5
327
31.8
279
27.1
48
4.7
13
1.3
20
1.9
78
7.6
104
10.1
10ha以上 369100.0
204
55.3
106
28.7
84
22.8
13
3.5
8
2.2
10
2.7
29
7.9
71
19.2
表　５年後の労働力（はなまき農協調査）
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後継者がいる農家でも、後継者が農業を主としているとは限らないことを考慮すると、大規模農
家でも経営継承が困難な農家が少なからず存在していることを農業センサス結果を示している。
この点を実態調査で以下、検証する。
　前記はなまき農協のアンケートによると、５年後の農業への従事状況は、「４〜 10ha」では、「法
人化もしくは集落営農へ全て任せる」が7.6％であり「誰も農業に従事していない」が10.1％で
ある。「10ha以上」では、「法人化もしくは集落営農へ全て任せる」が19.2％、「誰も農業に従事
していない」が7.9％で両者合計で27.1％であり、「１〜２ha」や「２〜４ha」よりも高い割合
となっている。なお、「後継者が就農している」割合は「４〜 10ha」が27.1％、「10ha以上」が
22.8％である。「後継者が就農していない」農家で経営主が高齢化している場合には、「４〜
10ha」では17.7％が、「10ha以上」では27.1％が、「農家」としての経営継続が困難となり、離
農もしくは新たな経営形態への転換が迫られている。なお、「10ha以上」の場合には、経営発展
の一形態として法人化等を検討している例もあるが、後継者の確保が困難な例が少なくなく、後
継者の確保のために法人化や集落営農を検討せざるをえない状況にある。
　さらに、「５年後の農業の状況」をみると、「４〜 10ha」では、「経営の全部委託」が10.4％「縮
小」が13.0％、「経営の一部委託」が4.3％であり、３者合計が27.7％である。一方、「拡大」が
15.2％であり、「委託」や「縮小」の３者合計が「拡大」よりも12.2ポイントも上回っている。「10ha
以上」では「経営の全部委託」が13.0％「縮小」が11.2％、「経営の一部委託」が3.8％であり、
３者合計28.3％であり、「拡大」の19.2％に比べて9.1ポイントも上回っている。また、５年後の
借入地について、縮小が「４〜 10ha」で21.1％、「10ha以上」が17.7％である。４ha以上さら
には10ha以上でさえも、「離農」と「縮小」が「拡大」を上回っており、大規模経営の経営縮小
や離農にともなう借入地の管理が新たな課題となっている。
　以上のように、花巻農業の担い手である４ha以上さらに10ha以上も、５年後の状況をみると、
労働力がいないが約20 〜 25％を占め、経営の縮小、離農が約27 〜８％を占め、拡大を約10ポ
イントを上回り、その結果、借入地の返還意向を持っている農家が少なくない。しかも、経営耕
地が大きな生産者であっても、５年後において、離農、縮小を志向する生産者が少なく、そのた
め、集落営農、法人化に期待しているのである。そのため、５年後についてみると、現状の生産
者と生産システムでは水田農業の維持が困難となっている。
　以上の動きは、新潟県長岡市三島、矢板地区の担い手農家へのアンケート調査でも同様な結果
である。まず、経営主の年齢は、60歳以上が69％であり、うち65歳以上が27％である。さらに、
経営主60歳以上について、後継者の状況をみると、「農業に従事している」が３戸（６％）、「予
定しているが農業に従事していない」が14戸（27％）、「決まっていない」が14戸（27％）であ
り、「他出している」が４戸（10％）である。なお、「予定しているが農業に従事していない」
のうち、「農繁期に手伝っている」が７戸のみである。なお、65歳以上では、「農業に従事して
いる」が１戸（７％）、「予定しているが農業に従事していない」が７戸（50％）である。したがっ
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て、60歳以上の経営主の担い手農家でも、「農業従事」もしくは「農業手伝い」が１／４程度で
あり、３／４は農業に従事していない。さらに、65歳以上の経営主では、「農業に従事している」
が１戸であり、経営継承問題に直面している。
　さらに、経営耕地規模別にみると、10ha以上（16戸）でも「農業従事」が３、「予定している
が農業に従事していない」が３、「決まっていない」が７、「他出している」が２、「その他」が
１である。「農業従事」が19％、「後継者予定」が38％となっている。さらに、7.5 〜 10ha未満
で11戸中、「農業従事」が１、「予定しているが農業に従事していない」が６、「決まっていない」
が３、「他出」が１であり、その多くが後継者の就農のメドがたっていない。以上のように、大
規模農家でも、後継者が確実に農業を就業しているのは、一部であり、経済環境や農業環境によっ
ては後継者を確保できない状況にある。
　さらに、５年後の農業従事者についてみると、経営主が37戸（70％）であり、後継者が11戸（21）
のみである。第二位は「法人化もしくは集落営農」が12戸（15％）である。約１／４の農家が、
農家の枠組みとは異なる経営形態を模索している。「法人化もしくは集落営農」を想定している
農家は、経営主の年齢は65歳以上が９（64％）、後継者については「予定しているが農業に従事
していない」が２で、残りは「決まっていない」もしくは「他出」である。また、「法人化もし
くは集落営農」を想定している農家は、経営耕地規模別にみると、５ha未満が４、５〜７haが４、
7.5 〜 10haが２、10ha以上が１である。５ha未満層もいるが、５ha以上の担い手も含まれている。
　以上のように、後継者不足により経営継承が困難な大規模水田経営が、農業センサスでは１割、
花巻、長岡の実態調査で約１／４程度、存在している。しかも、花巻、長岡の事例では後継者不
足により大規模水田経営は農家の枠組みとはことなる集落営農、法人に経営継承を求めているこ
とが注目される。この動きについては、富山県砺波地域の事例で検討する。
（２）稲作経営収支の悪化と戸別所得補償制度
　稲作への戸別所得補償制度が一昨年より試行的に、昨年より本格的に実施された。戸別所得補
償制度は、「販売価格が生産費を恒常的に下回っている作物を対象に、その差額を交付すること
により、農業経営の安定と国内生産力の確保を図り、もって食料自給率の向上と農業の多面的機
能を維持する」ことである。制度の趣旨からみて、稲作において販売金額が生産費下回っていた
のである。ところで、戸別所得補償制度では標準的生産費（経営費＋家族労働費の８割）は、
60㎏当たり13,700円であり、標準的販売価格が11,960円であり、その差額を10ａ当たり
１万５千円を定額部分として支給することになっている。
　農水省資料によると、22年産販売額10,260円では、２ha未満では経営費を賄えない状況にあ
り、２ha以上とくに５ha以上でも経営費は賄えるが、家族労働費が賄えない状況にある。なお、
標準的販売価格では、１〜５haでは経営費は賄えるが、家族労働費が賄えない状況にあり、５
ha以上のみが利潤がでる状況にある。22年産の場合には、米価が標準的販売価格よりも低下し
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たため、定額部分に加え、定額部分が支給されたが、それでも、利潤を確保できたのは、２ha
以上層のみである。
　次に、米生産費調査（21年産）により、土地純収益（粗収益−地代を除く生産費）をみると、
都府県では、３ha未満の土地純収益はマイナスであり、支払小作料を上回るのは５ha以上のみ
となっている。北海道では、土地純収益が５ha未満がマイナスであり、支払小作料を上回るの
は10ha以上のみとなっている。以上のように、稲作経営収支は米価下落によって悪化し、大規
模経営といえども利益を確保することが困難となっている。
　稲作収支の悪化は戸別所得補償等の補助金とその使途にも表れている。前記長岡市三島、矢板
地区の戸別所得補償農産物販売収入額に対する戸別所得補償等の補助金の割合は、２割以下が２
割、２〜４割が６割、４〜６割が２割、６〜８割が１割となっている。また、その使途をみると
以下の通りである。農産物販売金額100 〜 300万円では、赤字補填が１、借金返済が１、所得
減少分カバーが２、300 〜 500万円では、赤字補填が２、所得減少分のカバーが４、稲作への
機械投資が１である。さらに、1,000万円以上でも赤字補填が１、所得減少分のカバーが６となっ
ている。稲作経営の収支悪化を反映し、所得補償等の補助金は、収入面でも農産物販売額の２〜
４割程度を占め、その用途は赤字と所得確保のためであり、水田経営にとって不可欠な状況にあ
る。しかし、所得のカバーであり、積極的な投資に向かっていないのである。
　所得補償制度が導入されても、稲作作付規模３ha未満は、労働費をカバーできる状況になく、
また、大規模稲作経営でも稲作経営収支が安定している状況にない。以上の状況をふまえ、水田
経営は多面的な経営展開をおこなっている。
Ⅲ．大規模水田経営の多様な経営展開−砺波地区事例から−
　後継者問題や稲作経営収支の悪化により兼業農家や高齢農家が急速に離農、縮小し、大規模水
田経営が増大しており、水田農業の構造再編が進展している。しかし、大規模水田経営も後継者
問題や稲作経営収支が悪化により、経営の継続・安定性の面でも課題を抱えている。新たな事態
に直面して、構造再編の動きとともに水田経営の多様な経営展開する動きが生まれている。構造
再編の先進的な動きと多様な経営展開の動きを各地の事例から検討し、今後の発展方向を検討す
る。
（１）日本最大規模の水田経営の新たな展開−サカタニ農産−
　まず、大規模水田経営の多様な経営展開の動きを象徴的に示す事例は、水田経営のリーダー的
な存在で、最大規模の水田経営「サカタニ農産」の事例である。サカタニ農産は、富山県砺波地
区福野町に立地し、経営面積331ha、売上高４億２千万円（22年度）である。稲作を中心とし
た大規模経営であるが、この経営の特徴は、米については長年独自販売を行っており、「ワール
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ドエース」というブランドを持っていることである。もう一つは、米や麦、大豆だけではなく、
果樹に加え野菜を導入し、経営の新たな展開を目指している。果樹に加え野菜を取り組んだ理由
は、米麦大豆は、政策により価格も販売条件も変化するので、政策に影響を受けない部門を確立
し、政策に影響を受けない経営を目指すためである。
　農事組合法人の概況は以下の通りである。資本金4,100万円（出資戸数26戸）で、正社員31
名うち４人が女性で平均年齢38歳である。その他、60歳定年者の再雇用で年間雇用６名と臨時
雇用と大学生インターシップである。
　 ま ず、 経 営 面 積 は、23年 産 が331haで あ り、 平 成20年 の301.7haと 比 べ30ha、22年 の
311.5haと比べ20ha増である。平均すると年に７〜８ha程度増加している。23年の場合には、
10ha程度の担い手の経営面積を引き継いだために20haが増加した。統計等で分析した担い手の
離農が現実の動きであることを示している。
　経営内容は、以下の通りである。水稲が215ha、大麦が61.6ha、プラス受託7.1ha、大豆が
28haである。
　米は、事前契約に沿った直売である。品種はコシヒカリ（全体の68％）、ミルキークイン、ア
キタコマチ、てんたかく等の８種類栽培している。相手の要望に沿った品種と栽培方法により事
前契約をしている。販売先は小売26社、卸６社である。ワールドエースというブランド米が２
割で１万８千〜９千円の販売単価である。残りは、１万６千円台が１／３、１万4,700円台が１
／３である。その他は地元での販売となっている。その結果、農協系統を通じて出荷するよりも
2,000 〜 3,000円／ 60kg程度高い手取りを実現しており、経営基盤となっている。米の販売は、
食糧法制定以前から開始しており、相手の事前交渉による契約栽培方式を全ての米において、適
用していることは、先駆的な事例といえよう。
　米麦以外は、果樹（リンゴ、桃）が2.7haである。桃は贈答用を中心とした販売であり、リン
ゴは直売が中心である。リンゴ、桃は、富山県の産地化に貢献している。今後は、柿の産地化を
目指している。白菜、キャベツ、タマネギという重量野菜は、22年が10.0ha、23年が25haであ
る。うち、キャベツが14ha、白菜５haであり、ユウキフーズというおかず宅配会社との契約栽
培をしている。また、タマネギ４haであり、ラーメンのチェーン店との契約栽培である。さらに、
ニンニク、ゴボウ、ブロッコリー、レタス、にんじん等の野菜が9.0haであり、直売所やインショッ
プ５店舗で販売している。米麦以外の果樹、野菜は、４億２千万円のうち５千万円未満であり、
部門損益では充分な利益をあげていない。しかし、政策に影響を受けない経営づくりと、野菜、
果樹の販路が業務用やインショップであり、米の販路確保につながるし、外食等の連携による新
たな事業展開の可能性をもっている。とはいえ、当法人も、補助金収入が６千万円を超えており、
経営収支の面では無視し得ない額となっている。しかし、当法人はその補助金の存在が米麦作の
経営補填ではなく新たな経営展開に向かっていることが、戸別所得補償制度を活用した積極的な
経営展開となっている。
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（２）構造再編が進展した砺波市における法人、集落営農の多様な事業展開
　次に、「組織経営体の動きが地域農業の構造変動を規定する状況が出現した」（前記西川報告）
と指摘されたが、その先進地である富山県砺波市の組織経営体の多様な展開を検討し、水田農業
再編の動きを検証する。
　富山県は、北陸４県内で最も借地率が高く、かつ、大規模な組織経営体による経営耕地のシェ
アが高い。組織経営体の借地シェアは2010年農業センサスによると、60.5％に達し、20ha以上
層の経営耕地シェアは、30.9％（20 〜 30ha未満：9.0％、30ha以上：21.9％）と都府県でももっ
とも高い県である。さらに、農家の経営耕地が減少しており、2010年農業センサスが示した水
田農業再編の一つの典型である。そのなかでも、構造再編が進展した砺波市の組織経営体の多様
な経営展開を検討し、構造再編の動きを明らかにする。
　砺波市は富山県の中でも2010年の利用権設定率（42.1％）、利用権設定面積（2,096ha）とも
に高い地域である。そこで富山県砺波市を事例として、担い手による水田経営面積の拡大プロセ
スを明らかにする。砺波市では、「砺波市水田農業推進協議会」を中心に認定農業者および集落
営農組織の育成が推進されている。認定農業者（法人を含む）および集落営農組織の水田経営面
積におけるシェアは、2005年度から2007年度にかけてはが毎年10％近く上昇している。2007
年度以降認定農業者および集落営農組織の水田面積のシェアは７割以上を占めるに至っている。
　砺波市の2010年度における認定農業者数は126経営体、集落営農組織は36経営体である。なお、
認定農業者の中には法人化した集落営農組織17経営体も含まれている。認定農業者の砺波市内
の水田面積におけるシェアは51.7％である。これを規模別にみると水田面積「４ha未満」の経
営体のシェアは1.0％、「４〜 20ha」は12.5％、「20ha以上」が38.2％を占めている。また認定
農業者のうち法人化しているのは39経営体であり認定農業者の３割を占める。
　次に集落営農組織（任意組織）については、水田面積シェアは20.3％である。同様に規模別
にみると「４ha未満」は0.1％、「４〜 12ha」は4.1％、「20ha以上」が16.1％を占めている。な
お、「協業の集落営農組織」（共同作業、経理の一元化）は17.8％、「共同作業・共同利用組織」（共
同機械の個別利用または共同作業、経理は個別）は13.2％、であり、全体の31％を占めている。
その要因は、市を中心とした「砺波市水田農業推進協議会」が集落営農を積極的に育成している
からである。
　したがって、砺波市の農業は、「20ha以上」の法人経営を含む認定農業者と集落営農によって
７割がカバーされている。法人経営と集落営農とでは、構成員の就業形態、経営内容、経営の発
展方向も異なっており、水田農業を支えてきた従来の兼業農家等がリタイアした水田農業再編の
方向を示唆している。法人経営は農業専従者による規模拡大、経営の多角化型であり、集落営農
は兼業農家の地域互助組織的な性格をもっている。この二つが共存し、発展していることに砺波
市の特徴であり、今後の我が国の水田農業の構造再編の方向を示唆している。以下、法人経営と
集落営農の経営内容を検討する。
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（３）規模拡大と経営の多角化をめざす法人経営
　（ａ）事組合法人Ｒ法人−規模拡大とりんご、野菜等による多角化
　この法人は二十数年の歴史をもち、理事は４年前に世代交代し、３名の理事は、54歳、34歳、
34歳と若い世代である。従業員は７名（内男４名、女３名）であり、24年より新卒２名（地元
高校１名、富山県内１名）を雇用する計画である。退任した理事が手伝いをしている。
　経営面積は、107haである。米麦は、水稲75ha（うちてんたかく12ha、コシヒカリ51ha、新
大正もち12ha（直播６ha））、大麦33ha、裏作大豆７haである。
　米の販売等は、平成４年より有機米、現在特別栽培米を実施している。オーナー制度（県人会
等）やインターネットで販売するとともに県内業者（３社）へ農協出荷よりも４千円（60kg）
程度、高い水準で契約販売している。そのほか、飯米（地主）1,500袋を9,000 〜 8,500円で販
売している。もち米は近くの餅加工会社と契約栽培である。
　リンゴ（1.7ha）は６戸で生産組合を組織し、リンゴネットワークで直売している。さらに、
インショップでの野菜販売（地元スーパー、トマト育苗ハウス150坪、トウモロコシ（大麦後）
軟弱野菜やリンゴを販売している。
　今後は、水稲を100haを目標とし、キャベツを導入し、野菜部門を強化したいとのことである。
毎年２〜３haは確実に増加しており、集落内には15haの個別経営しか存在しないので、借地は
確実に増加すると考えている。経営面では売上の１／３が戸別所得補償制度等の助成金であり、
理事２名の退職金ため、剰余金を取り崩したので、運転資金として役立っている。
　（ｂ）水稲から野菜を中心とした経営の多角化をめざすＭ株式会社
　Ｍ株式会社は、集落営農組織から出発した水稲と施設野菜が中心の経営である。1990年に兼
業農家８名が出資して農事組合法人を設立した。設立の際には集落全戸参加を目指していたが、
経営の一元化などに理解が得られず、集落内の６名（10ha）および他地区の２名（５ha）での
設立となった。1991年頃から定年退職するメンバーのための就業の場として野菜部門を設けた。
ただし当初は野菜部門は個人の独立採算とした。その後野菜部門を強化し、1995年に法人とし
てミディトマトの栽培を開始し、地元スーパーとの契約栽培とした。2000年には同じく白ネギ
の契約栽培を開始した。こうした契約栽培の進展もあり、2003年に株式会社化した。2009年に
はハウスを15棟（21ａ）増設し、冬場の作業として軟弱野菜の栽培を開始した。2011年には増
資して新たに30 〜 40代の若者２名が株主として加わった。
　経営耕地面積は45ha、うち水稲28ha、大豆６ha、ネギ７haである。ほかにハウス20棟でミディ
トマト、ミズナ、コマツナ、ホウレンソウ等の軟弱野菜を栽培している。
　現在は出資者８名中３名が出役し、他に出資者でもある常時雇用者２名（30 〜 40代）、常時パー
ト３名（男性２名、インショップ担当１名）、季節パート20名が従事している。
　コメの販売は従来までは直接販売が２割、ＪＡが８割であったが、本年より東京、富山の業者
へ販売を開始した。今後も、販売額の確保のために、直接販売の部分を拡大していく計画である。
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　今後は販売額確保のため直接販売部分を拡大していくとのことである。ネギを中心とした野菜
は、規格に応じて、アルビス（スーパー）へ７割（Ａ品）、加工用（ユウナフーズ、スエツグ−
金沢）へＢ品、インショップ（Ｃ品）へ販売している。つまり、規格に応じてスーパーとの直接
契約、加工用、インショップに出荷している。なお2010年の農産物販売収入は6,900万円であり、
うち米が2,700万円、野菜が4,200万円その他助成金1,700万円、11年は米が8,200万円、米が
3,700万円で野菜が4,500万円、助成金が1,100万円であった。昨年は米価下落により、米は300
万円の赤字であった。今後も水稲の規模拡大を図る予定はないという。水稲28haのうち直播が
11.5haであり、管理作業を地主へ委託（水管理、畦草刈り、農薬散布−１万３千円／ 10ａ）し
ているからである。現在は半径２km圏内で水田を集積しており、今後、ここからさらに10ha程
度の農地集積が見込める。しかし法人の所在する地区（旧村）には７集落に11の集落営農組織
があり、これ以上の規模拡大は難しいと判断している。そのため今後は水稲の独自販売を行うほ
か、軟弱野菜の栽培を中心としていくとのことである。なお、水稲部門27haの収支をみると、
戸別所得補償等の助成金が収支の安定に大きく寄与しており、法人経営の経営基盤になっている。
　（ｃ）米と花卉、野菜の複合家経営−Ｔ法人
　この法人は、二つの農事組合法人が合併した法人であり、組合員９名であり、常勤役員４名、パー
トが１名、従業員が７名うち男４名、女３名である。他に、就業支援が１名、パート女性100人
／日（花の補助作業）である。
　水田は125haで水稲が83ha、大麦が22ha、大豆が38haである。コシヒカリの60％を農協出荷
であり、残りは地元と外食等で販売している。
　露地野菜は60ａでキャベツと白菜で２回転し、インショップと給食センターで販売である。
また、ハウス８棟（600坪）うち３棟でパンジー、鉢物、葉牡丹を23万鉢栽培し、地元の花壇
用及び葉牡丹は名古屋、大阪、地元で販売している。また、５棟は軟弱野菜と育苗（カボチャ、
タマネギ、白菜、キャベツ）を行っている。なお、ハウス部門は、役員１人と女性52歳、23歳
とパートが担当している。
　売上高は農産物が9,500万〜１億円であり、助成金込みで１億３千万円である。集落営農と競
合するため、飛躍的な規模拡大が望めないので、野菜、花卉部門を強化する計画である。
　（ｄ）規模拡大志向の組織経営体
　Ｄ法人は水稲主体の農事組合法人である。1978年に有志の農家５人が集まり機械の共同利用
を開始し、1981年に法人化している。
　2011年の経営面積は田が105haであり、うち水稲70ha、大豆・大麦35haを作付している。こ
の他にハウス１棟を利用して夏期はトマト、冬期は白ネギを生産している。このほかに作業受託
を行っており、田植え・代かき３ha、稲刈り５〜６haを受託している。
　労働力は常勤役員３名（40代１名、50代２名）が作業に従事するほか、正職員が５名（40代
１名、30代３名、20代１名）、パート職員が４名である。その他、繁忙期にはアルバイトを雇用
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する。なお2008年に役員１名が退職し、入れ替わりに正職員２名を雇用して世代交代を図って
いる。生産した米の８割は独自に消費者や小売企業へ直接販売している。1994年頃から冬期の
白ネギ栽培、2006年頃から夏期のトマト栽培を開始した。両者とも市内スーパーのインショッ
プで販売しているものの、本格的な出荷は行わず、地権者へ配布するなどしている。そのため農
産物販売金額のほとんどを水稲が占めている。またコスト削減のために冬期は自社で農業機械の
メンテナンスを行っている。農産物売上高は、１億円、助成金が3,000 〜 4,000万円であり、数
百万円の利益である。ということは、助成金が赤字の補填であり、独自販売により経営を維持し
ており、農協販売では収支は赤字となる。
　法人は、所在する地区（旧村）の範囲で経営耕地のほとんどを集積している。地区以外にある
農地は４〜５haのみである。同地区には４つの集落営農組織があり、競合しているため、この
４〜５年は年間約１haのペースでの面積拡大にとどまった。しかし2010年は解散した営農組織
の農地12haを引き受け、経営耕地を大幅に拡大した。2012年は集落営農組織に利用権設定を変
更する農地は３ha、代わりに集落営農組織のない地域から新たに２haを借り入れる予定である。
　以上の４つの法人はＤ法人を除くと、100haを超える規模であり、野菜や花卉、野菜の育苗を
経営の一つとして積極的に導入し、少しずつ拡大している。この動きは、サカタニの経営戦略と
同一の方向にある。とはいえ、野菜、花卉等の位置づけは経営の中心であるＭ法人、３〜４割占
めるＴ法人、一つの部門であるＳ法人と重点はことなる。また、Ｄ法人を含めると、大規模水田
経営といえども経営内容の多様性があり、それぞれ経営戦略をもっている。また、米については、
米を全量販売する２つの法人と部分的な販売の二つの法人に区分される。部分的な販売の二つの
法人は経営の柱として野菜や花卉が存在し、米の経営的比重が相対的に小さい。一方、米の比重
が高い法人は、米の独自販売が法人経営の重要な基盤となっている。とはいえ、農協出荷よりも
高価格で米販売している100haを超える法人でも一昨年の米価水準では戸別所得補償等の補助金
が経営収支の改善に役立っており、補助金依存の経営となっている。
（３）地域社会を維持をめざす集落営農
　砺波市は、法人経営や大規模水田経営だけでは、市の全ての水田を耕作し、維持することが困
難である。そこで、砺波市では、地域社会を維持し、水田を保全するために兼業農家を中心とし
た集落営農を組織している。以下の集落営農は地域資源と労働力を活用した地域社会維持型の経
営である。
　（ａ）集落の水田維持を目指す集落営農組織
　2008年に集落の農家14戸によって任意組織として設立された水稲中心の典型的な集落営農組
織である。同年の麦作から協業を開始し、2009年より麦以外も全て協業化している。さらに
2011年に組合員16戸の農事組合法人となった。
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　経営耕地面積は18haであり、このうち水稲は13.8ha、麦・大豆は３ha、タマネギは1.2haであ
る。なお水稲のうち２haは組合員以外からの受託である。組合員は兼業農家や定年退職者であり、
平均60代、組合長は70代である。専従者はおらず、農作業は出役表を作成して出役する。基本
的には全戸が出役することとしているが、実際には出役することが可能な組合員が出役している。
　機械作業は技術継承のため、若い組合員に経験させることに留意している。そのため、出役賃
金を１時間当たり800円と低めに設定し、未経験者でも作業できるように配慮している。なお、
機械作業はほぼ協業化しているが、水管理や草刈りは個々の組合員に作業料金を支払って再「委
託」している。また乾燥・調整も各組合員が機械を所有しているため、法人から各戸に作業料金
を支払って再委託している。タマネギは任意組合設立当初の2008年から作付しているものの、
収益は充分あがっていない。
　農産物の販売は飯米、縁故米や集落内の非農家への販売以外はＪＡ出荷である。また2010年
の戸別所得補償等の助成金収入が総収入のおよそ３割を占めている。機械はほとんど補助事業を
利用して購入している。法人では現在のところ、集落内での農地の引き受け手となる意向はある
ものの、集落外での規模拡大や多角化を目指す予定はないという。
　（ｂ）水稲とチューリップの２階建て集落営農
　平成14年に協業組織に設立し、集落の22戸中21戸が参加し、16年に営農組合を設立した。水
田24.6haで、23年は米1,714.6ａである。うちコシヒカリが445.6ａ、BLコシヒカリが824.6ａ（う
ち特別栽培米584.6ａ）、てんたかくが330.5ａ、備蓄米が（てんたかく）211.8ａである。ライ
スセンターを所有していないので、飯米用とインターネット販売を除いて米は全量、農協出荷で
ある。
　米麦については、16戸の組合員が計画的に出役する。理事を含めてパートで50 〜 60歳が中
心であるが、組織継続のため、機械のオペレーターは20 〜 30代に指定している。賃金は1,100
円／時間（農業公社協定）であり、出役賃金の総額は年間700 〜 800万円である。組合員の水
田については畦畔の管理を10ａ当たり８千円で再委託している（年間200万円）。
　切り花は女性の就農を確保するための目的で開始した。チューリップの切り花は10万本であ
る。ギフト販売が中心であり、直売が90％、インターネット販売10％である。女性部は「美・ラー
レ」というブランドをもっている。チューリップ切り花には10人前後の女性が雇用されている。
　売上高は米等2,000万円、助成金が600万円、チューリップが750万円である。この組織は、
米麦については兼業農家と高齢者が従事しており、チューリップは女性の雇用確保のためである。
　（ｃ）転作大豆組合から兼業型集落営農
　この集団は、平成11年転作大豆営農組合（７軒）から発展し、19年に品目横断的経営安定対
策にともない水稲作も共同経営とし、22年に法人化（格納庫を作る）した。法人には20戸が参
加した。出資金は、10ａ当たり１万円と戸数割で全体で450万円である。なお、機械利用組合
時代に積み立てた機械用の積立金は、法人結成時に農家へ返却した。
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　水田38ha（うち４haは員外からの受託）で水稲27ha、大豆11haである。出役表を作成して、
20戸全員が参加し、賃金は1,000円／時間である。定年退職者や農外従事者（サラリーマン）が
農作業に出役している。小作料は１万2,800円、用水費を加えると１万5,600円である。水稲作
の日常的な管理を参加農家に再委託しており、管理費として３万５千円／ 10ａ（水管理、草刈
り肥料播き、溝彫り、農薬、除草剤散布）を支払っている。乾燥・調整は、育苗も各自に委託（農
協の料金表）している。したがって、この組合は機械作業と米、麦の出荷が共同であるが、管理
等は再委託等の形で個別管理となっている。ある意味では、組合員への最大限所得還元型、地域
農業維持的な集落営農組織といえよう。
　以上のように砺波の集落営農は、兼業農家、高齢化による地域農業維持的なパートタイム型集
落営農、法人といえよう。そのなかで、花や野菜等による２階建て営農により地域の所得確保、
女性や高齢者の働く場を確保する動きが現れている。
（４）小括
　以上のように、砺波市では法人経営を含めた大規模水田農業と集落営農とが水田農業の大宗占
めているが、今後の農業構造との展望でいえば、かっての専業農家と兼業農家との併存から大規
模水田法人（専業型）と集落営農（兼業農家・高齢者の集団）との併存に変化したといえよう。
構造再編は、個別経営が残存するが、企業的法人と兼業農家と高齢者による地域維持型、パート
タイム型の集落営農の併存に向かう可能性を示している。さらに、法人経営、大規模水田経営は、
米価下落のもとで、経営の多角化含めた多様性のある法人が併存することとなる。そのいみでは、
水田営農において米中心から多様な経営形態への変化ということができる。２）
まとめ
　2010年農業センサス結果と実態調査によると、水田農業を支えていた零細兼業農家や高齢農
家の離農が進展し、５ha以上層とくに10ha以上層及び法人経営、集落営農数が大幅に増加する
だけではなく、面積シェア拡大している。構造変革が遅れている指摘されてきた都府県の水田農
業も、東北、北陸、東海、北九州では、センサス結果の数字でも構造再編が進展している。しか
し、大規模水田経営は、経営継承が困難な事態が生じており、それへの対応が問われている。さ
らに、米価下落のもとで、水田経営収支が悪化しており、一部には補助金依存傾向を強めている。
一方では、大規模水田経営は、米についてマーケッティングによる高価格販売を実現するととも
に、米麦大豆以外の野菜、花卉、果樹を導入し、経営の多角化を模索している。その特徴は、経
営基盤を踏まえた多様な経営戦略を確立していることである。また、兼業農家型の水田農業が困
難となっているなかで、地域社会を維持するために、兼業農家維持型の集落営農の模索が始まっ
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ている。砺波市の事例は、従来の専業農家と兼業農家とが併存する構造から企業的個人経営、法
人（専業農業集団）と地域維持型法人・集落営農（兼業農家・高齢者集団）との併存構造への変
化を示唆している。
 （よしだ　としゆき・高崎経済大学地域政策学部教授）
注
１）経営主の年齢別の後継者の状況は前記平林報告の図表より筆者が再集計したもの。
２） 砺波市の調査は小柴有理江（現農水省政策研究所）との共同調査の結果である。小柴有理江、大仲克俊「北陸地域の農
業構造変動」（『2010年農業センサス分析（仮題）』JC総研
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